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2026年春季交渉に向けた
夏季一時金決定のための資料集

2025年年末一時金の最終結果

使用者は、人事異動後に不慣れで処理し切れない質・量の業務を行う従業員が、疲労等を過度に蓄積し
心身の健康を損なわないよう注意する義務がある
（長崎ヤクルト事件　長崎地裁　令 7.10. 3判決）

労働判例

●出退勤ごとに従業員が自ら打刻する勤怠管理システムを導入する際の留意点
●退職予定の社員に対し、特例的に年休の買い上げを認めることは問題か
●定年後再雇用前の非違行為を理由に、再雇用期間中に懲戒処分を科すことはできるか
●競業他社での副業を一律で禁止できるか
●顧客の衣服を汚したことにより、個人で金銭的補償を行った従業員への対応をどうすべきか
●立て替え精算の際、個人に付与されるポイントに対するルールの設定は可能か
●セキュリティー研修に非協力的な社員のPCがウイルス感染し、情報漏洩した場合の賠償請求と懲戒処分の可否
●育休応援手当を創設する際の支払い方法や社会保険等の取り扱いに関する留意点

相談室Q&A

実務資料

諸手当の支給実態

企業事例

退職金・年金制度の
見直し事例  
（バンダイナムコグループ／三井物産／カナデビア）
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